
第2期中期事業計画
（2024～2026年度）



はじめに
コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進む中、日本経済は着実に持ち直してきており、今後さらに、イ

ンバウンドの増加や国内投資拡大などにより、より一層の回復が期待されます。一方で、長引く円安、中国
経済の下振れリスク、ロシアによるウクライナ侵攻、不安定な中東情勢などによる日本経済および世界経済
への影響については、引き続き注視していかなければなりません。

一方、九州においては、TSMCの熊本への進出をはじめとして、半導体関連産業において活発な設備投
資が行われています。このチャンスを確実に活かし、「新生シリコンアイランド九州」を実現することは、九州
の成長エンジンを育て、九州経済の成長を促進するにとどまらず、日本全体の経済成長および経済安全保
障にとっても極めて重要な課題です。

また、気候変動は、世界的な食料生産の不安定化をもたらし、世界情勢の不安定化や足元では担い手不足
なども加わって、食料安全保障の強化が重要な課題となっています。そして、気候変動の影響により、九州
においても毎年のように大規模災害が発生しています。GX推進や農業活性化、災害への対応も重要な課
題です。

その他にも、地域の公共交通の維持、DX推進による各産業の生産性向上、適正な価格転嫁と賃上げによ
る成長と分配の好循環の実現、多様な人材の確保など、私たちは多くの課題に取り組んでいかなければな
りません。

このような環境認識と課題認識を踏まえ、また、地域の課題についても反映して、将来ビジョン2030実
現に向けての第2ステップとなる第2期中期事業計画（2024年度～2026年度）を策定しました。

幸いなことに、九州には、従前から半導体関連産業が一定程度集積していることや農業生産が盛んである
こと、クリーンで安価なエネルギーに恵まれていることなど、多くの強みがあります。それらの強みを十分に
活かしながら、様々な課題を解決し、九州将来ビジョン2030に描いた3つのありたい姿「新たな時代の成
長エンジン」「心の豊かさを成長につなぐ幸せコミュニティ」「自立型広域連携アイランド」を実現して九州を
元気にし、九州から日本を元気にしていけるよう、取り組んでまいります。

一般社団法人九州経済連合会
会長 倉富 純男



第2期中期事業計画の位置付け・テーマ

第2期中期事業計画
2024～2026年度

第3期中期事業計画
2027～2029年度

第1期中期事業計画
2021～2023年度

実現

第1期中期事業計画テーマ
“九州から日本を動かす”新たな価値の創出

第2期中期事業計画テーマ（案）

“九州から日本を動かす”新たな価値の創出
～地域の声を活かした飛躍に向けての挑戦

第2期中期事業計画（計画期間：2024～2026年度）を九州将来ビジョン
2030実現に向けての第2ステップと位置付け、「“九州から日本を動かす”新た
な価値の創出 ～地域の声を活かした飛躍に向けての挑戦」をテーマに取り組む。



【参考】九州将来ビジョン2030



【参考】九州将来ビジョン2030 実現に向けた10の課題



第2期中期事業計画策定にあたって

第1期中計の
PDCA

環境認識
現状分析

地域の声

・九州を取り巻く環境
（世界経済の変化、地政学リスク、

気候変動リスク、・・・）
・九州の強み・課題
・チャンスとリスク etc

・中計最終年度の到達目標
・重点戦略
・具体的取組およびアクションプラン

・地域課題の掘り起こし
⇒共通する課題や九州広域に波及できる

ものを具体的取組へ反映

現中計・事業計画
からの継続・廃止

九州将来
ビジョン
2030

3つの「ありたい姿」

第2期
中期事業計画

第2期中計は、九州将来ビジョン2030や第1期中計を踏まえつつ、環境認識・
現状分析を行って課題を抽出するとともに、2023年度に改編した委員会・組
織を活かして地域課題を反映しながら策定した。



第2期中計の最終年度にありたい姿

Ⅰ 域内各地域がその特徴を活かして、他地域と相互
連携・補完しながら、経済成長している

Ⅱ 多様な人材が活躍し、地域課題・社会課題の解決に
取り組むとともに、新規性を持った取組みがなされ
ている

Ⅲ 交通や情報、ハード・ソフトのインフラ整備が進み、
複数の分野において広域連携ができている

半導体関連産業を九州の新たな「成長エンジン」と捉え、「新生シリコンアイラン
ド九州」の実現に向けた取組みを基軸として、「幸せコミュニティ」と「自立型広域
連携アイランド」の実現に取り組み、次のような姿を目指す。



重点戦略（案）
１． 「新生シリコンアイランド九州」の実現 ～半導体関連産業を中心

とした産業集積支援と新たなまちづくり等に向けた取組み

2．各産業の高度化・持続可能性向上・成長支援

３．GX推進および将来にわたって産業と生活を支えるエネルギー
の安定供給に資する取組み

４．産学官連携によるイノベーションエコシステム構築支援

５．アジア地域諸国・世界との連携強化

６．産学官連携による高度専門人材の育成支援

7．九州地域の経済・産業活性化による所得・給与向上の取組み

8．多様性・包摂性ある風土の醸成

9．ハード・ソフト両面のインフラ整備と広域連携施策の推進

10．地域の暮らしと産業を守る防災・減災機能の高度化支援

１1．九州各地域に共通する課題・九州全域に波及する課題の解決



具体的取組（案）

重点戦略１．「新生シリコンアイランド九州」の実現
～半導体関連産業を中心とした産業集積支援と

新たなまちづくり等に向けた取組み

1-1 九州地域戦略会議と連携した「新生シリコンアイランド九州」
の実現

●九州地域戦略会議にて設置する産官学金による協議の場において、「新生シリ
コンアイランド九州」実現のための全体像を描き、まちづくり等を含めて網羅的
に課題を整理

●課題解決に向けた産官学金の役割分担を明確化し、具体的取組みを支援

【具体的取組】

1-2 半導体関連企業および半導体ユーザー企業の誘致・育成
支援

●地域委員会・地域参事との協働やMOU締結先等との連携・交流を通じて情報
を収集し、半導体関連企業やアプリケーション・AI関連企業等半導体ユーザー企
業の誘致活動・育成支援活動を実施

新規

新規



重点戦略2．各産業の高度化・持続可能性向上・成長支援

【具体的取組】

2-１ 九州全域での中小・中堅企業に対するDX支援の推進

●「九州DX推進コンソーシアム」との協働による中小・中堅企業のDX実装支援の
継続実施

●各県と連携し、DX支援を推進
●シンポジウムや相談会等の開催を通じ、DX推進に係る啓発活動を実施

2-２ 食品の輸出拡大に向けた官民共同プロモーションによる
各種輸出フェア等の連携実施

●知事会（輸出分科会）主催の海外プロモーションとの協働
●食の輸出推進チーム（輸出支援７団体）の連携、役割分担再編成による機能強化
●九州の食輸出協議会と各県との共同プロモーションによる九州フェア実施

具体的取組（案）

継続

継続



2-4 中大規模木造建築物の普及による林業活性化とCO2削減
への貢献

●九州各県と連携した木材サプライチェーンの構築
●木材サプライチェーンを活用した木造ビル・建造物木質化の推進

2-3 農業の持続的成長に向けた多様な担い手の確保と生産性
向上支援

●域外企業の農業参入促進
（経団連、自治体と連携しての九州への誘致）

●地域企業による地域農業への人的支援、副業認可、農業参入モデル作り
（ JA・農林中金・自治体と、企業研修、援農アプリを切り口に参入支援）

●スマート農業モデル構築と耕作放棄地活用モデル構築、それらの九州各県への
展開による中山間地の営農支援
（農研機構、自治体と、九州の中山間地農業存続の方向性提示）

具体的取組（案）

継続

継続



重点戦略３．GX推進および将来にわたって産業と生活を支える
エネルギーの安定供給に資する取組み

【具体的取組】

具体的取組（案）

3-1 省エネ・脱炭素の早期実現に向けた更なる意識醸成

●省エネ・脱炭素に関する講演会の実施
●水素・電化・メタネーションガスなど脱炭素技術に関する情報発信

3-2 地域脱炭素達成のための省エネ・脱炭素技術実装支援

●脱炭素経営の先進的取組企業への視察会の実施
●九州商工会議所連合会等との連携による中小企業への取組支援
●省エネ・脱炭素技術を保有する企業と自治体のマッチングイベントの開催
●脱炭素先行地域の取組の水平展開

継続

継続



具体的取組（案）

3-3 GX推進戦略に基づくエネルギー安定供給と脱炭素の取組
実施

●ESG投融資の拡大によるカーボンニュートラルの推進
●再エネの主力電源化（洋上風力等）に向けた取組支援
●安全性の確保を大前提とした、次世代革新炉への建て替えや運転期間延長を含

めた原子力の最大限活用や水素の利活用等、エネルギー安定供給に向けた取組
支援

●サーキュラーエコノミーに関する調査・研究、情報発信
●カーボンプライシングに関する情報発信 新規・継続



重点戦略４．産学官連携によるイノベーションエコシステム
構築支援

【具体的取組】

4-1 九州・大学発ベンチャー振興会議・九州ベンチャーマーケット
（KVM）等との連携による九州発スタートアップの魅力発信
と支援

●九州発スタートアップの九州への定着を目的とした、九州域外からの資金調達
支援

●「九州・大学発ベンチャー振興会議」や「九州・山口ベンチャーマーケット」等との
連携による域外への九州発スタートアップの魅力の発信

●ベンチャーキャピタルや投資ファンド等との連携支援

具体的取組（案）

継続



重点戦略５．アジア地域諸国・世界との連携強化

【具体的取組】

5-1 MOU締結先の企業と九経連会員企業との交流機会の
提供

●会員アンケートやMOU締結先との情報交換等を基に、相手国・テーマを選定し、
経済交流を促進（台湾等）

●九州プロモーションセンターの継続的PRと利活用促進
●MOU締結先との関係維持・構築、MOU活用施策の検討・実施、ミッション団の

派遣等

具体的取組（案）

5-2 他団体と連携したMICE等誘致支援

●World One Health Congress（2028年開催）他、他団体と連携したMICE
誘致支援

新規

新規



重点戦略６．産学官連携による高度専門人材の育成支援

【具体的取組】

6-1 先導的ICT人材育成事業（インターンシップ）の推進・拡大

●ICT人材育成インターンシップの実施
●実施エリア拡大、参加企業・参加学生の拡大、実施スキームの確立による

インターンシップ事業の拡大

具体的取組（案）

継続



重点戦略７．九州地域の経済・産業活性化による所得・給与向上
の取組み

【具体的取組】

7-1 適正な価格転嫁による成長と分配の好循環の実現

●賃上げ実施中小企業に対する支援策についての九州地域戦略会議への提案
●適正な価格転嫁と賃上げに関する呼びかけ（他団体との連携）

具体的取組（案）

新規



重点戦略8．多様性・包摂性ある風土の醸成

【具体的取組】

8-1 ジェンダー主流化の取組

●「WE-Nextの会」の事業プロジェクト「WE-Net福岡」との連携（「WE-Net
福岡」修了生の本会事業への参画、「WE-Net福岡」の企画運営・規模拡大）

●法整備に関する提言の実施

具体的取組（案）

新規・継続



重点戦略9．ハード・ソフト両面のインフラ整備と広域連携施策
の推進

【具体的取組】

9-2 オープンデータのデータ連携プラットフォーム構築とユース
ケースの実装

●デジタルの力を最大限活用して地域住民の豊かな暮らしを実現する、データ連携
プラットフォームの構築

●オープンデータの広域連携によるユースケースの創出および実装

9-1 インフラ整備の事業化および事業の早期実現に向けた要望
活動

●地域の産業振興を目的として、基板となるインフラ整備の強力な推進のため、
事業化および事業の早期実現に向けた活動（機運醸成・促進大会開催・要望活
動）を実施

具体的取組（案）

継続

継続



9-4 九州MaaSの推進

●行政・交通事業者等との連携により九州MaaSの実行組織を設置し、サービス
を開始

●サービスコンテンツ・プロモーション・データ利活用について検討・実施
●参画事業者の拡大
●インバウンドの利用・消費拡大に向けた事業推進
●新しいモビリティ（自動運転等）の導入推進

9-3 デジタル認証IDの構築とデータ連携プラットフォームを活
用したパーソナルサービスの実装

●パーソナルデータ活用を実現する、デジタル認証IDの構築
●パーソナルデータの広域連携によるユースケースの創出および実装

具体的取組（案）

継続

継続



重点戦略10．地域の暮らしと産業を守る防災・減災機能の
高度化支援

【具体的取組】

10-1 防災DXの官民共創（災害対策高度化支援、防災対策サー
ビスの官民共創、広域連携の仕組みづくり）

●災害情報活用プラットフォームを活用した広域連携の実証・実装
●雷による瞬低・瞬停リスク低減のための落雷予測技術の実証・実装
●九州防災DXタスクフォース会員企業のリソースを活用したサービスの

実証・実装

具体的取組（案）

継続



重点戦略１1．九州各地域に共通する課題・九州全域に波及する
課題の解決

【具体的取組】

11-1 「ツール・ド・九州」 の開催とそれを活かした地域活性化

●ツール・ド・九州の継続的開催調整、ボランティア募集等運営サポート
●産学官民が連携した地域活性化施策の実施

具体的取組（案）

11-2 地域に根差した連携事業（産学官民協働）の展開

●人材確保、関係人口拡大
（人材共有モデルの検討・実施、若者の地元定着、外国人材の確保 等）

●地域資源活用モデル構築
（関門連携、九国博活用、バイオ燃料精製実証実験 等）

継続

継続


